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第５章 台湾における国際航空貨物とその輸送

はじめに

台湾では台湾桃園国際空港（Taiwan Taoyuan International Airport――以下，

台湾桃園空港）（１）が台湾最大の空港であり，１９７８年に開港した成田国際空港の

翌年に開港したアジア地域を代表する国際空港のひとつである。また，台

湾桃園空港はチャイナエアライン（中華航空――China Airlines）およびエバー

航空（長栄航空――Eva Air）のハブ空港として使用されるとともに，１９９０年

代には欧米系インテグレーターのアジア太平洋地域の拠点空港のひとつと

して使用されている。その拠点空港化の動きの背景には，台湾政府による

国際航空貨物に関する政策の実施が挙げられる。また，２００８年１２月には中

国との直航が解禁になった結果，中国との航空貨物は第３国・地域を経由

することなく輸送できるようになった。

本章では，台湾桃園空港における国際航空貨物に関する事項をとりあげ

て検討する。具体的には，第１節では台湾桃園空港の概要と台湾の航空貨

物に関する政策についてとりあげる。第２節では，台湾桃園空港における

国際航空貨物輸送の現状について２０００年以降を中心に検討する。第３節で

は，台湾桃園空港をハブ空港に使用しているチャイナエアラインおよびエ

バー航空の国際航空貨物輸送の状況についてまとめる。第４節では，中国
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との国際航空貨物輸送について考えたうえで，最後に本章をまとめること

とする。

第１節 台湾桃園国際空港の概要とおもな航空貨物政策

１．台湾桃園国際空港の概要

台湾で運営されている１９空港のなかで，台湾桃園空港は２００３年１１月に行政

院によって唯一の特等空港（２）として指定されている。現在では敷地面積

１１７３．９ヘクタール，滑走路２本（３６６０メートル×６０メートル，３３５０メートル×

６０メートル），旅客機専用エプロン（駐機場）３８，貨物機専用エプロン２５を有

する空港である。

１９７９年２月に開港した中正国際空港（後の台湾桃園空港）の建設計画自体

は１９６９年７月に決定したものであった。その背景には，当時国際空港とし

て使用していた台北松山国際空港（３）は市街地にあり，施設拡大に限界があっ

たことが挙げられる。そのため，航空機の大型化に必要である滑走路（長さ

２６００メートル）の延長ができないこともあり，現在の場所（桃園縣大園郷――

現・桃園市大園区）に新たな空港を建設することになった。その後，この建

設は十大建設（４）のひとつとして位置づけられ，１９７０年代に入ってからは本格

的に工事が行われるとともに，周辺の道路などのインフラ整備も行われた。

中正国際空港は１９７９年２月２６日に開港し，１９８４年４月１日には第２滑走路の

運用も開始し現在に至っている。

また，航空貨物に関するインフラを概観すると，航空貨物ターミナルの

建設は１９７７年２月に着工し，中正国際空港開港から２カ月後の１９７９年４月末

に完成した。この航空貨物ターミナルの完成以後の動きについて，すでに

池上（２００８，１４６―１４９）で明らかにしているが，概観するとつぎのとおりとな

る。

航空貨物ターミナル全体の運営は交通部民用航空局台北航空貨物ターミ

ナルが独占的に行い，開設当初の年間処理能力は４０万トンであった。１９８１
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年における航空貨物の年間取扱量が２１万５０００トンであったのが，１９８７年には

４６万トン近くになり，年間処理能力を超える事態となった。そのため，政

府は航空貨物に関する施設のうち，航空貨物倉庫と航空貨物フレートステー

ション（５）の民間参入を認めた。その結果，永儲（Everterminal）が１９８７年１２月

に，１９９１年には遠翔空運倉儲（Far Glory Air Cargo Terminal）（６）が参入した。

この参入によって，航空貨物倉庫における取扱貨物量が増加し，航空貨物

の増加に対応することができるようになった。

１９９０年以降，政府は航空貨物ターミナル業務の民間企業に経営を委託す

ることを方針とした。背景には，航空貨物ターミナルにおける設備の老朽

化と先程述べた年間処理能力の限界が挙げられる。そのため，民間資金を

導入することで，設備の更新と拡張を行おうとしたのである。その結果，

チャイナエアラインが企業連合を組んで１９９９年９月に２０年間の営業権を獲

得し（７），華儲（Taiwan Air Cargo Terminal）を設立させて２０００年１月１６日から

航空貨物ターミナルの運用を開始した。また，政府は第２航空貨物ターミ

ナルの建設を決定した。この第２航空貨物ターミナルは BOT（Build-Operate-

Transfer）方式で実施し，長栄空運倉儲（Evergreen Air Cargo Services）が３０

年の営業権を取得した。この企業はエバー航空を経営する長栄グループが

ほかの企業などとともに設立したものであった。第２航空貨物ターミナル

は２００２年７月に運用を開始した。さらに，遠翔空運倉儲は親会社である遠

雄グループが台湾政府から自由貿易港区の運用を２００３年に受託した結果，

２００６年１月からは自由貿易港区になり，現在では遠雄自由貿易港区（Farglory

Free Trade Zone）として現在に至っている（後述）。

台湾桃園空港はこれら２航空貨物ターミナルだけではなく，現在では遠

雄自由貿易港区と永儲も航空貨物ターミナルと位置づけ，４つの航空貨物

ターミナルを有する空港となっている。その結果，総面積は４１万６０００平方

メートル，年間処理能力は現在では２９０万トンまで拡大した。さらに，駐機

可能エプロン数も１９９５年時点では１５機であったのが，第２航空貨物ターミ

ナルの運用開始後には２５機まで拡大し，現在に至っているのである。

最近の動きとしては，ひとつは台湾桃園空港の運営形態の変化が挙げら

れる。もともと台湾桃園空港は交通部に属する行政機関のひとつとして位
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置づけられてきたが，２０１０年１１月１日には国が管理する会社として株式会

社化し，桃園国際空港株式会社（桃園国際機場公司――Taiwan Taoyuan

International Airport Co. Ltd.）として設立された。また，空港およびその周辺

地域の拡張計画も挙げられる。台湾政府は２００９年１月には国際空港園区発

展条例を公布（２０１０年５月１日施行）し，行政院は２０１１年４月に「台湾桃園

国際空港園区骨子計画」を策定した。この骨子計画に依拠する形で桃園国

際空港株式会社は「台湾桃園国際空港園区実施計画」を立案した。台湾桃

園空港がある桃園市もこれらとは別に整備計画を策定し，政府と地方自治

体が一体となって空港およびその周辺の整備を実施しようとしている。こ

れら計画のなかには，ターミナルビルや第３滑走路の増設，航空貨物ター

ミナルの整備などが含まれており，最終的に総面積は空港周辺地域も含め

て２０００ヘクタール，２０３０年の年間航空貨物取扱量４５０万トンをめざそうとし

ている。しかし，この拡張のためには，私有地などの取得をする必要もあ

り，計画自体が予定通り進んでいないのが現状である。

２．航空貨物に対するおもな政策

航空貨物に対する政策は台湾では１９９５年１月に行政院で承認された「ア

ジア太平洋オペレーションセンター構想」（以下，センター構想）が初めてで

ある。このセンター構想の一部ではあるが，国際物流について焦点を当て

られたのである。台湾以外で総合的物流政策を策定したのは，日本では１９９７

年，韓国では２００１年，中国では２００９年であることを考えると（飴野２０１５，１０８

―１０９），台湾は比較的早くから国際物流の政策を策定したといえるだろう。

このセンター構想では三大経済活動とこれらの経済活動のもとに６つの専

門的オペレーションセンター機能の設置を謳ったものであった（池上２００７，

１８２―１８３）。そして，貨物積替え・旅客乗換えを三大経済活動のひとつとして

位置づけ，その下には海運センターと空運センターという専門的オペレー

ションセンターを打ち出したのである。航空貨物に限定すると，中長期的

事業のひとつとして台湾を航空貨物の積替え拠点とすることが含まれたの

である。また，短期的な目標としては，センター構想が策定されていたと
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きにアジア太平洋地域で急速に増加したクーリエ貨物（８）の積替えセンターを

増強させることとした。その具体的施策として，クーリエ貨物専用区の設

置，通関作業の効率化，欧米系インテグレーターへの専用スペースの提供

および自社でのオペレーションの認可，地上作業の民営化と民間への開放

などが掲げられた。これらについては，１９９５年にクーリエ貨物専用区とOBC

（On Board Courier）（９）専用区が設置されることとなった。また，欧米系イン

テグレーターの台湾桃園空港への進出については第８章でも議論がされる

が，UPS 社（United Parcel Service）は１９９６年３月に，FedEx 社（FedEx

Corporation）は１９９７年１月にそれぞれ台湾桃園空港に進出することで交通部

民用航空局と合意した。UPS社は１９９７年４月，FedEx社は１９９７年８月から

業務を開始した。

台湾政府は欧米系インテグレーターが自社専用施設で業務ができるよう

に地上作業，航空貨物フォワーダー，航空貨物フレートステーションなど

航空貨物輸送に関係する業務の外国企業による参入を認め，法律の整備を

１９９７年末までに実施した。その結果，これら両社は１９９８年になって自社専用

の倉庫と作業場所でクーリエ貨物などの航空貨物を処理できるようになっ

たのである。おそらく，台湾側が整備することを条件に両社は進出したと

考えられよう。

２０００年１０月にはグローバルロジスティクス発展計画（以下，発展計画）が

行政院で了承された。この発展計画は情報化に対応したものであり，通関

手続きなどで必要とする書類の電子化を進めることで，より効率的な作業，

時間短縮をねらったものであった。ほかの物流に関する政策としては，保

税作業の環境整備，国内物流の配送ルートの整備というソフト面の整備だ

けではなく，空港における貨物作業量の拡充，港湾や空港への連絡道路の

改善といったインフラ面の整備も含まれている。保税作業の環境整備につ

いては，トランジット貨物の保管業務の自由化も含まれていると考えられ

る。というのは，台湾政府はトランジット貨物の取扱いを増やすために，

欧米系インテグレーターを除く台北航空貨物ターミナル（２００１年以降は華儲）

が独占的に扱ってきたトランジット貨物の保管業務の自由化を実施したた

めである。２００２年には長栄空運倉儲が開業とともに，翌２００３年には永儲と遠
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翔空運倉儲もそれぞれトランジット貨物の保管作業へ参入し，トランジッ

ト貨物の保管業務を独占体制から競争状況にすることで保税作業の環境整

備にもつなげたのである。また，この発展計画では，その対象を外国企業

のみならず，台湾企業も対象とした。そして，これら参加企業に対して台

湾をアジア太平洋地域における国際調達部門（International Procurement Office:

IPO）の拠点にしてもらおうとしたのがこの発展計画であった。

つづいて，自由貿易港区である。この自由貿易港区は２００３年７月に「自

由貿易港区設置管理条例」が立法院を通過したことで設置されたものであ

る。そのなかで，空港では台湾桃園空港は唯一自由貿易港区として指定を

受け，桃園空港自由貿易港区として２００６年１月から運用を開始した。自由

貿易港区では，保税手続きが不要，関税や貨物税などの免除，港区内にお

ける取引の自由流通，別の港区への区間内取引の自由流通かつ申告免除な

ど優遇措置を与えた。そのため，港区内に入居している製造業や物流業の

企業に対して自由に企業活動を認めたものであるといえる。また，港区内

では貨物の保管，積替え，加工も可能である。さらに，外国人による持株

会社の設置を認め，外国人労働者数の割合も総従業員の４０％までを認める

など自由貿易港区外では認められていなかった諸制度の緩和をしている。

台湾桃園空港で設置された自由貿易港区の場合，その運用は BOT方式で

行われ，２００３年に遠雄グループが交通部民用航空局と５０年間の運用で合意

している。その結果，遠雄グループはすでにグループ企業として経営して

いた遠翔空運倉儲を遠雄自由貿易港区の運営を行う企業として遠雄物流に

改編し，現在に至っている。自由貿易港区での保管業務や積替え業務が可

能であることは，この台湾桃園空港における自由貿易港区の場合には航空

貨物の保管業務や積替え業務を認めていることである。つまり，自由貿易

港区の制度は台湾桃園空港における国際航空貨物が２０００年代以降トランジッ

ト貨物中心になっていく過程で大きな役割を果たしたのである（後述）。

最後に，自由経済モデル区である。この制度は，２０１３年３月に行政院で

企画草案を公布したものであり，経済の自由化をさらに進めるために策定

されたものである。この草案では４重点項目を示し，そのひとつに「スマー

ト・ロジスティクス」が含まれた（１０）。また，草案のなかには自由貿易港区
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を自由経済モデル区に格上げすることが記載された。２０１３年８月には，行

政院は第１段階の施行を宣言するとともに，行政規則の修正などで対応で

きることを対象に緩和を実施した。その後，法律で優遇措置や規制緩和を

実施するために「自由経済モデル区特別条例」の立法化を進めてきたが，

２０１５年１２月現在，立法化は進んでいない。そのため，この自由経済モデル

区制度が正式に立法化されても，その効果が現れるまで時間がかかり，国

際航空貨物にどのような影響を与えるのかは現時点では判断はできない（１１）。

第２節 台湾桃園国際空港における国際航空貨物輸送の現状

つぎに，台湾での航空貨物輸送の現状を検討する。台湾の空港で，旅客

がもち込んだ貨物以外の国際航空貨物を取り扱っている上位３空港は台湾

桃園空港と高雄国際空港（以下，高雄空港），台北松山国際空港である。２０１４

年の全空港における取扱量２２２万１７０１トンのうち，台湾桃園空港は２０６万４１９４

トン，高雄空港は５万９１９３トン，台北松山国際空港は３万４４９２トンである。

このことからわかるように，台湾桃園空港が国際航空貨物全体の９３％を占

め，台湾の国際航空貨物は台湾桃園空港で行われていることが理解できよ

う。

台湾の航空貨物は，輸出貨物，輸入貨物およびトランジット貨物に分類

されたうえで公表されている。これらの貨物の台湾桃園空港における１９９５

年以降の動きを示したのが，図５―１である。この図からわかるように，１９９５

年時点では輸出貨物，輸入貨物，トランジット貨物という順序であった。

それ以降，トランジット貨物の取扱量は一貫して増加し，２００４年に輸入貨

物を，２００８年には輸出貨物も上回ることになり，２０１４年まで最大の取扱量と

なっている。輸出貨物では，１９９５年から２０００年まで一貫して増加し，２００２年

以降から２００７年まで６０万トンを超える取扱量があったが，それ以降は６０万ト

ンを下回る状況である。一方，輸入貨物をみると，１９９０年代後半は増加し

た後，現在まで４０万トンを超える水準を一貫して保っている。また，輸入

貨物取扱量は輸出貨物取扱量を下回っているが，近年その差は２０００年代前
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半に比べ縮まっている状況である。トランジット貨物が輸出貨物，輸入貨

物を大きく上回ることになったのは，第１節でみたアジア太平洋オペレー

ションセンター構想や自由貿易港区の運営が始まったことによる影響であ

る。トランジット貨物を増加させるために，航空貨物ターミナルの増設や

規制緩和などの政策を実施し，自由貿易港区での保管業務や積替え業務を

認めたことがトランジット貨物の増加につながったのである。

トランジット貨物についてはその取扱量のみが公表されている一方（１２），

輸出貨物と輸入貨物については重量ベースで主要輸出貨物および主要輸入

貨物の相手国・地域，また主要相手国・地域の航空貨物における輸送航空

会社別貨物取扱量が公表されている。このような公表が可能であるのは，

台湾では航空貨物は必ず航空貨物倉庫を経由し，通関作業が行われるため

である。航空貨物取扱量のデータは航空貨物倉庫で集計されたデータが公

表されているのである。ただし，欧米系インテグレーターの自社貨物倉庫

はデータ集計の対象外であり（１３），クーリエ貨物専用区，書類や小口貨物の

輸送を旅客の託送貨物として輸送するための OBC専用区で取り扱われた貨

図５―１ 台湾桃園空港における航空貨物（１９９５～２０１４年）

（出所） 交通部民用航空局編刊（各年版）『民用航空統計年報』より筆者作成。
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物もデータ集計の対象外になっている。これらの取扱量は除外されている

ため，２０００年から２０１４年までの４航空貨物倉庫で収集されたデータの平均捕

捉率は輸出貨物で８６．２％，輸入貨物では８４％であるが，おおよその輸出貨

物および輸入貨物の動きは把握するのが可能であるといえる。

この航空貨物倉庫から集計されたデータを使用して，航空貨物の主要輸

送地域であるアジア地域，北米地域およびヨーロッパ地域に分け，輸出入

別の国際航空貨物取扱量を示したのが図５―２である。この図からわかるよう

に，これらすべての地域において輸出貨物が輸入貨物を上回っている。そ

のなかで，アジア地域の取扱量が輸出貨物，輸入貨物とも２０万トン以上を

取り扱っており，北米地域やヨーロッパ地域を比べてもその取扱量は圧倒

していることが理解できよう。このことから，台湾桃園空港における輸出

貨物および輸入貨物はアジア地域中心に展開されているといえる。また，

２００１年の米国同時多発テロ，２００８年に発生したリーマンショックの影響は，

図５―２ 地域別航空貨物取扱量

（出所） 図５―１と同じ。
（注） アジア地域には，インドなどの南アジアを含む。
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アジア地域の輸出貨物，輸入貨物で一時的な減少を受けている一方，北米

地域やヨーロッパ地域の航空貨物の増減はアジア地域の航空貨物ほどあま

り影響を受けていないことが読み取れる。しかしながら，北米地域とヨー

ロッパ地域における輸出貨物取扱量が年を追うごとに減少している結果，

輸出貨物量と輸入貨物量の差が縮まっている。このように，北米地域およ

びヨーロッパ地域への輸出貨物が減少している背景には，台湾企業がアジ

ア地域に海外投資を実施して工場を建設し，そこで生産された製品や部品

が輸出貨物として輸送された結果，台湾からの輸出が減少したと考えられ

る（池上２００８，１４１―１４３）。

台湾の航空貨物はアジア地域を中心に展開されていることがわかったが，

それはアジアのどの国・地域からの貨物で構成されているのであろうか。

図５―３はアジア地域への輸出貨物全体のなかで，アジアの主要国・地域の構

成比を示したものである。図をみてわかるように，２０００年には日本への輸

送がアジア全体の３０％を占めていたが，その割合は年々減少し，２０１０年以

降は２０％を切る水準にまで低下していることがわかる。また，２０００年にお

図５―３ アジア地域の輸出貨物に占める国・地域の構成比

（出所） 図５―１に同じ。
（注） ASEANはタイ，マレーシア，フィリピン，インドネシア，ベトナムの５カ国。
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いて日本に次ぐ割合を示していたのが香港であり，２０％程度の割合を占め

ていた。その後，香港も日本ほどではないがその割合を減少させている。

ほかの韓国，シンガポール，ASEANの割合はほぼ一定であったのに対し，

日本の輸出取扱量が大きく減り，中国への輸出貨物は大きく増加した。中

国の割合は２０００年にはわずか２．８％であったのが，年々その割合は大きくな

り，２００５年には日本の割合を上回った。２００６年にはアジア全体の３０％を占め，

２０１２年以降は全体の３分の１以上を占める割合となっている。つまり，台

湾の航空貨物の中心は中国であるといってもよい。

この背景にはあるのは，台湾企業の積極的な中国への投資である。１９９１

年に中国向け対外直接投資が解禁され，中国は主要投資国のひとつになっ

た。２０００年代以降もその動きは変わらないどころか，１９９０年代を上回る水準

の投資がされた。この対外直接投資によって，機械設備の調達が必要とな

り，台湾から航空貨物として輸送されたと考えられる。また同様に，原材

料・部品の調達を台湾で行い，その一部が航空貨物によって輸送された結

果，中国向け輸出貨物が重量ベースでも増加したのであろう。

図５―４ アジア地域からの輸入貨物に占める国・地域の構成比

（出所） 図５―１に同じ。
（注） 図５―３に同じ。
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一方，アジア地域からの輸入貨物における構成比をみたのが図５―４である。

この図の動きは図５―３の動きと少しちがってくる。２０００年時点において，最

大の割合を占めていたのは日本であり，この動きは輸出貨物の場合と同じ

である。しかしながら，その後の動きはちがっており，２００４年には全体の

４０％を日本からの輸入貨物が占めていた。その後の割合は緩やかに減少し

ているが，２０１４年時点でも全体の３０％を占めている。台湾の貿易総額のう

ち，輸入における最大の相手国は２０１２年まで日本であり，２０１３年から中国に

替わった。しかし，航空貨物による輸入量では日本が引き続き最大であり，

航空貨物で輸送される商品では日本が優位に立っているといえる。２０００年

時点で第２番目に多い割合を占めていたのが ASEANである。２０００年当時，

ASEANと香港の割合はほぼ同じ水準であるが，その後の動きは ASEAN，

香港ともその割合は減少しているが，香港の方がより緩やかに減少してい

る。韓国とシンガポールも同様であり，年を経るごとにその割合は減少し

ているが，両国からの輸入貨物の占める割合は全体のそれぞれ１０％程度で

ある。そして，輸入貨物の割合が増えたのが輸出貨物同様，中国である。

２０００年時点では０．１％程度であったのが，２０１４年には２０％近い割合になった。

中国との貿易が拡大しているなかで，航空貨物輸送による輸入も増加した

といえよう。

以上のように，台湾の輸出入貨物における航空貨物輸送は重量ベースで

みると，アジアを中心に展開されており，２０００年代は日本がその中心であっ

た。しかし，中国が年を経るごとにその割合を増やしており，中国の貿易

額が増加しているのと同様に，輸送量も増加したといえる。中国との国際

航空貨物輸送については第４節で検討するが，２００８年１２月に中国との三通

が解禁になったことによって，台湾の国際航空貨物輸送はさらにアジア地

域への比重が大きくなったといえよう。
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第３節 台湾系航空会社の国際航空貨物輸送

輸出貨物，輸入貨物，トランジット貨物にかかわらず，航空貨物輸送を

実際に行うのは航空会社であり，航空会社は物流会社などから輸送の委託

を受けて輸送する。『民航統計年報』では，台湾系航空会社の台湾桃園空港

における国際航空貨物輸送の状況が２００１年から重量ベースで公開されてい

る。まず，台湾系航空会社による台湾桃園空港での国際航空貨物輸送の状

況について概観する。つぎに，台湾を代表する航空会社であり，台湾桃園

空港をハブ空港として使用しているチャイナエアラインとエバー航空のア

ジアにおける国際航空貨物輸送の特徴について明らかにする。

１．台湾系航空会社の台湾桃園国際空港における国際航空貨物輸送

図５―５は台湾系航空会社が台湾桃園空港で輸送した輸入貨物取扱量を示し

たものである。この図から明らかなように，台湾系航空会社による輸入貨

図５―５ 台湾系航空会社の台湾桃園空港における輸入貨物取扱量

（出所） 図５―１に同じ。
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物は２００１年から２００９年までは１７万トンの水準で推移していたが，２０１０年には

２２万トンを超えるようになった。その後若干減少しているが，２０１４年でも

２０万トン近くの輸入航空貨物を取り扱っている。また，ほとんどがチャイ

ナエアラインとエバー航空によって輸送されており，チャイナエアライン

図５―６ 台湾系航空会社の台湾桃園空港における輸出貨物取扱量

（出所） 図５―１に同じ。

図５―７ 台湾系航空会社の台湾桃園空港におけるトランジット貨物取扱量

（出所） 図５―１に同じ。

168



がより多くの輸入貨物を取り扱っていることが理解できよう。

つぎに，輸出貨物をみたのが，図５―６である。台湾系航空会社による台湾

桃園空港での輸出貨物取扱量は輸入貨物よりも上回っていることがわかる。

２００１年から増加傾向であったのが，２００４年をピークに２００９年まで減少が続い

た。２００９年の取扱量は２２．８万トンであり，世界金融危機の影響でこの１５年間

で最も少ない取扱量であった。２０１０年以降は２５万トン前後の水準で推移し

ている。この輸出貨物もチャイナエアラインとエバー航空でほとんど輸送

されるとともに，輸入貨物の取扱い同様にチャイナエアラインがエバー航

空の取扱量を上回っている。

最後に，トランジット貨物についてみることにする。図５―７はトランジッ

ト貨物の取扱い状況を示したものである。この貨物も輸入貨物，輸出貨物

同様，チャイナエアラインとエバー航空でほとんど輸送されていることが

理解できる。また，その取扱量はこの１５年間で大きく変化した貨物である

ともいえる。それは，２００１年は２１万トンあまりで，輸出貨物よりも少なかっ

たにもかかわらず，その翌年には輸出貨物を上回る取扱量となっている。

その後も２００５年には５０万トンを超える取扱量となり，２０１０年には６０万トンを

超える水準となった。２０１１年には５０万トン程度に減少したが，２０１４年には９０

万トンを超える水準となり，大きく増加したことが理解できよう。

また，輸出貨物，輸入貨物はチャイナエアラインがエバー航空の取扱量

を上回っていたが，トランジット貨物の場合には２００１年から２００７年まではエ

バー航空がチャイナエアラインの取扱量を上回っていた。２００８年以降はチャ

イナエアラインがエバー航空の取扱量を上回ることになったが，エバー航

空はトランジット貨物を中心に台湾桃園空港で航空貨物を取り扱っていた

のである。これは，輸入貨物，輸出貨物，トランジット貨物の各年の取扱

量からも明らかである。というのは，エバー航空にとって，トランジット

貨物は２００１年の時点で輸入貨物，輸出貨物の取扱量をすでに上回っており，

航空貨物の中心であったといえる。一方，チャイナエアラインは２００４年に

トランジット貨物が最大の取扱量となっている。ここからわかるように，

２０００年前半には台湾系航空会社の台湾桃園空港における貨物輸送はトラン

ジット貨物中心に展開されたといってよいであろう。
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２．チャイナエアライン

つぎに，チャイナエアラインの台湾桃園空港におけるアジア地域に対す

る貨物取扱いについて検討する。図５―８はチャイナエアラインのアジア地域

における貨物取扱量（輸出，輸入）と貨物全体に占めるアジア地域の割合を

示したものである。この図から明らかなように，輸出取扱量が輸入取扱量

を一貫して上回っていることがわかる。輸出取扱量をみると，２００１年の５

万トンほどの取扱量を除いて，つねに６万トン以上の取扱いがあり，２０１０

年以降は８万トンを超える水準を取り扱っている。また，輸入取扱量をみ

ると，２０１０年まで５万トン前後を取り扱っていた一方，２０１２年以降は６万ト

ンを超える貨物を取り扱っていることがわかる。つづいて，チャイナエア

ラインのアジア地域の貨物取扱量が貨物取扱量全体に占める割合をみると，

２０００年代は２００８年を除いて輸入比率が輸出比率を上回っていたことがわかる。

２０１０年代に入ると，輸出比率が輸入比率を上回っている。比率自体をみる

と，輸出比率では２００９年以降輸出貨物全体の５０％以上を，２０１２年以降は６０％

以上をアジアへの輸出貨物が占めている。輸入比率でも２０１２年以降は輸入

貨物全体の５０％以上をアジア地域からの貨物が占めている。このことから，

図５―８ チャイナエアラインのアジア地域における貨物取扱量とその比率

（出所） 図５―１に同じ。
（注） 図５―２に同じ。
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近年ではチャイナエアラインにおける輸出入貨物の中心はアジア地域であ

るということができよう。

また，チャイナエアラインにおけるアジア地域貨物の取扱量についてみ

たのが，図５―９である。この図は２０００年と２０１４年で比較したものである。ま

ず，輸出貨物からみてみると，２０００年の最大の輸送先は香港（１万８５４５トン）

であり，以下日本（１万３６８９トン），ASEAN（１万３３６トン），シンガポール

（９７９２トン）と続いていた。一方，２０１４年には最大の輸送先は中国（２万２４１８

トン）になり，香港（１万６８７０トン），日本（１万６３１４トン），ASEAN（１万４９９５

図５―９ チャイナエアラインにおけるアジア地域の貨物構成比

（出所） 図５―１と同じ。
（注） 図５―３と同じ。
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トン）という順番に変化している。この１５年のあいだに，中国への輸出貨物

輸送は２０００年の１６５９トンから大きく増加したのである。また，チャイナエア

ラインのアジア地域への輸送量全体が増加しているため，２０１４年における

日本と ASEANへの輸送量は２０００年よりも増加している。その一方で，香港

とシンガポールの輸送量は減少している。さらに，韓国への輸送量は２０００

年にはわずか４５トンであったのが，２０１４年には２７００トンとなり，大きく増加

した（１４）。

一方，輸入貨物をみると，２０００年の主要相手先は ASEAN（１万８７０１トン），

香港（１万５６８３トン），シンガポール（９９９８トン），日本（９８７９トン）であった。

２０１４年には，日本（２万４２４５トン），ASEAN（１万４６６５トン），香港（１万１１１

トン），シンガポール（７１４３トン）という順序に変化した。とくに，２０００年の

上位３カ国・地域の輸送量が減少する一方，日本，中国および韓国の輸送

量が増加している。また，中国や韓国からの輸入貨物は２０００年ではそれぞ

れ１０５トン，５０トンとその取扱量は非常に小さく，２０１４年のこれら両国の輸

入取扱量は中国５９４６トン，韓国１６５４トンとなって大きく増加したということ

がいえる。さらに，日本からの輸入貨物量は１５年間で倍以上の水準になっ

たことによって，日本からの輸入が最も多い取扱量になったのである。

３．エバー航空

最後に，エバー航空の台湾桃園空港におけるアジア地域での貨物取扱い

について検討する。図５―１０はエバー航空のアジア地域における貨物取扱量

（輸出，輸入）と貨物全体に占めるアジア地域の割合を示したものである。

この図から明らかなように，図５―８のチャイナエアライン同様，輸出取扱量

が輸入取扱量を上回っていることが理解できる。また，輸出貨物取扱量を

みると，２００１年が４万トンで最も少ない数量であったが，その後２００５年まで

増加をした後，再度２００９年まで減少した。２０１０年以降は７万トン程度の貨物

量を取り扱っている。一方，輸入貨物取扱量をみると，２０００年代には３万

トン前後の取扱いであったのが，２０１０年に６万トン近くの取扱量になり，

２０１２年以降の取扱量は減少しているが４万トンを取り扱っている。エバー
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航空のアジア地域の貨物取扱量が貨物全体に占める割合をみると，輸出貨

物では２０００年が最も低く４３．６％を占める一方，２０１４年には最も高い５８．３％を

占める割合となっている。輸入貨物では，２００２年が３６．６％で最も低く，それ

以降２０１１年までほぼ上昇傾向であった。２００９年以降は５０％以上を占め，近年

では輸入貨物の中心はアジア地域から輸送されている。さらに，輸出比率

および輸入比率を比較すると，概して輸出比率の方が高く，これはチャイ

ナエアラインと同様の動きであるといえる。

つぎに，エバー航空におけるアジア地域での貨物取扱量について考える。

図５―１１はエバー航空のアジア地域の輸出貨物と輸入貨物の取扱量を２０００年と

２０１４年で示したものである。輸出貨物についてみると，２０００年における主要

輸送先は ASEAN（１万５４７６トン），香港（１万４８９５トン），シンガポール（６４５６

トン），日本（５２７２トン）となっている。一方，２０１４年の構成比では中国（２

万４２９６トン），香港（１万６２５２トン），ASEAN（１万１９７６トン），日本（７８６３トン）

の順であり，中国への輸出貨物は２０００年の８７４トンから大きく増やしている。

図５―１０ エバー航空のアジア地域における貨物取扱量とその比率

（出所） 図５―１に同じ。
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同様に，韓国への輸出貨物も２０００年の８トンから２４８８トンに増加した。ただ

し，エバー航空の輸出貨物取扱量全体はチャイナエアライン同様，２０００年

と比べて増加している。香港やシンガポールでは取扱量は増加しているが，

構成比では減少している。日本も同様で，構成比については２０００年と２０１４年

は変化がないが，取扱量自体は増加している。

また，輸入貨物の比率をみると，２０００年では ASEAN（１万４９５４トン），シ

ンガポール（７３３８トン）および香港（４５１１トン）でほとんど占められており，

日本（１８６トン），中国（１トン），韓国（６５トン）といった国々からの輸入貨

図５―１１ エバー航空におけるアジア地域の貨物構成比

（出所） 図５―１に同じ。
（注） 図５―３に同じ。
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物はほとんど輸送していなかった。それが，２０１４年には ASEAN（１万１５１７

トン），日本（９８２０トン），シンガポール（６７０７トン），中国（６３５１トン）が上位

になった。韓国への輸入貨物も３２７９トンへと増加した。その一方，２０００年に

大きな割合を占めていた上位３国・地域の取扱量は減少し，日本と中国か

らの輸入貨物の取扱いが大きく増加している。つまり，２０００年にはほとん

ど輸送していなかった国々からの輸入貨物の輸送を大きく増加させたので

ある。このことは，エバー航空の輸入貨物の取扱いの中心がこの１５年間に

大きく変化したといえよう。

第４節 中国との国際航空貨物輸送

１．中台間航空貨物便の合意内容

中国との直行便は長年実施されてこなかった。２０００年代になって当初は

旅客便の季節限定チャーター機の運航で開始した。初めて運航したのは２００３

年の春節（旧正月）の時期に台湾系航空会社によるものであった。このとき

は，旅客チャーター便がマカオ経由で臨時運航され，第３地経由の間接直

行便方式での運航であった。貨物便に関しては，台湾側は２００３年９月に台

湾系航空会社の中国便乗り入れを９月２５日から許可，１日１便，とりあえ

ず１年間実施すると発表した。この運航方法も間接直行便であったが，中

国側は台湾側の一方的な発表に対して批判し，この実施を拒否した。その

後，２００５年以降は春節の時期に限って，旅客チャーター便が運航された。

貨物チャーター便に関しては，２００６年６月に合意し，７月には台湾から上

海への輸送が行われた。この間実施されたチャーター便の航路は香港の完

成管制区域を経由して運航されたため，時間の短縮にはつながらなかった。

上記の状況が大きく変化したのは，２００８年に台湾で２回目の政権交代が

起きてからであった。２００８年６月に開催された中台の交渉窓口機関のトッ

プ会談で旅客機の週末チャーター便を週３６便運航することで合意し，７月

４日から運航が始まった。また，同年１１月には再度トップ会談を行い，「海
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峡両岸空運協議」など４項目の取決めで合意した。その結果，航空貨物輸

送に関してはまずは貨物チャーター便の就航で合意，定期便についてはこ

の協議合意後半年以内に実施することで合意した。就航できる航空会社は

中台双方それぞれ２，３社とし，離発着空港は中国側が上海浦東国際空港（以

下，上海浦東空港）と広州白雲国際空港（以下，広州白雲空港）の２空港，台

湾側は台湾桃園空港と高雄空港の２空港を指定した。１カ月当たり輸送で

きるのは中台それぞれ３０便（１往復で１便とカウント）の計６０便，航空貨物が

増加する１０月および１１月は双方最大１５便まで中台それぞれの判断で増便す

ることを認めた。なお，上海浦東と広州白雲の両空港への離発着は月当た

り１５便までという制限を設けた。この合意内容によって，２００８年１２月１５日に

三通は全面解禁となったのである。さらに，このトップ会談では，台湾の

管制地域区域を使用することで合意したため，飛行時間の短縮につながる

ことにもなった。

その後，「海峡両岸空運協議」は２０１６年３月末までに補充協議を２度，合

意文書改訂を１０回実施した。２００９年４月２６日に合意した「海峡両岸空運補充

協議」では貨物専用便の定期便の実施で合意した。その内容は，就航路線

ごとに中台それぞれ２社が参入できることとし，離発着空港は貨物チャー

ター便のときと同様，中国側は上海浦東と広州白雲の両空港，台湾側は台

湾桃園と高雄の両空港となった。１週間当たりの就航数は定期便とチャー

ター便あわせて２８便（中台双方１４便ずつ），中台間で就航している旅客機のベ

リースペースにも貨物の搭載を認めた。このときの旅客機における合意内

容では，台湾側は６空港，中国側は２７空港の離発着を認めた。貨物専用機

での離発着は中台とも２空港であるために限定されているが，旅客機のベ

リースペースへの貨物搭載を認めたことで，台湾側からみると中国各地に

直接貨物を輸送できるようになったのである。

２０１０年１１月２日で中台の実務機関それぞれが確認した合意文書改訂では，

航空貨物輸送における中国側離発着空港に南京，アモイ（厦門），福州およ

び重慶の各空港を追加した。また，就航可能な便数をこれまでの週当たり

２８便から４８便（中台双方２４便ずつ）まで２０便増加することを確認した。２０１１

年６月２１日に確認した合意文書改訂では，中台の航空会社はそれぞれ週４
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便の増便を認め，１週間当たり５６便（中台それぞれ２８便ずつ）の就航が可能

となった。

合意文書改訂で大きく内容が変わったのが２０１３年８月１２日に確認したも

のである。中国側の離発着空港に天津，�州，寧波の３空港が追加される
とともに，週当たり運航便数は従来の５６便から６８便（中台それぞれ３４便ずつ）

へ拡大した。また，福州とアモイは同じ市場とみなして両空港の取扱いを

合併することとなった。さらに，�州便を運航する場合には上海浦東空港
と広州白雲空港を除いた６空港にその前後に立ち寄る便を就航してもよい

こととした。ただし，その場合には，台湾からの貨物を降ろす，あるいは

台湾行きの貨物を搭載することが可能であり，�州と中国の別の空港間の
貨物輸送を認めるというものではなかった。その意味で，台湾側の航空会

社が中国の国内貨物輸送に従事できるというものではなかった。また，２０１４

年１１月８日に確認した合意文書改訂では，中国側の離発着空港に深�を追
加した。

これらの交渉結果あるいは中台間の実務機関で確認した合意によって，

現在では台湾側は２空港，中国側は９空港で貨物直行便を運航することが

可能となっている。また，１週間当たりの就航数も貨物定期便が開始した

当初はチャーター便と合わせて週２８便であったのが，２０１４年１１月には週８４便

まで約３倍に増加した。この意味で，中国との航空貨物専用機における輸

送も大きく変化したということがいえよう。

２．中台間貨物専用機の輸送状況

つぎに，三通開始後の貨物専用機の輸送状況を概観する。表５―１は２００９年

以降の貨物専用機による就航状況を示したものである。台湾側ではチャイ

ナエアラインとエバー航空の２社が就航している。台湾の航空会社のなか

で，貨物専用機による定期便を就航させているのがこの２社であるため，

中台路線にも就航したといえるであろう。一方，中国側では２００９年は中国

国際貨運航空（Air China Cargo）と中国貨運航空（China Cargo Airlines）の２

社が就航していたが，２０１０年には中国郵政航空（China Postal Airlines），２０１１
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航空会社名 路線 ２００９年２０１０年２０１１年２０１２年２０１３年２０１４年

チャイナエアライン 台湾桃園＝上海浦東 ４ ４ ４ ４ ４ ４

台湾桃園＝広州白雲 ２ ４ ４ ４ ４ ４

台湾桃園＝福州 ２ ２ ２ ２ ２

台湾桃園＝アモイ １ １ １ ２ ３

台湾桃園＝南京 １ １ １

台湾桃園＝重慶 １ １ １ １

台湾桃園－南京－�州
－台湾桃園 １ １

エバー航空 台湾桃園＝上海浦東 ６ ８ ４ ４ ４ ４

台湾桃園＝広州 ２ ４ ２ １

台湾桃園＝アモイ １

台湾桃園＝南京 １ １

台湾桃園＝重慶 ２ ３ ３ ３

台湾桃園－天津－�州
－台湾桃園 １ １

台湾桃園＝�州 １

台 湾 系 航 空 会 社 計 １４ ２４ ２２ ２２ ２２ ２５

中国国際貨運航空 台湾桃園＝上海浦東 ４ ３ ６ ３ ６ ６

中国貨運航空 台湾桃園＝上海浦東 ４ ４ ５ ５ ５ ５

台湾桃園＝アモイ ２

中国郵政航空 台湾桃園＝福州 ２ ３ ３ ５ ５

揚子江快運航空 台湾桃園＝広州 ７ ５ ５ ５

台湾桃園＝重慶 ４

順豊航空 台湾桃園＝寧波 ５

中 国 系 航 空 会 社 計 ８ ９ ２７ １６ ２１ ２６

表５―１ 中台間における貨物専用機の輸送状況

（出所） 図５―１に同じ。
（注） ＝は往復路線，－は片道を示す。中国系航空会社の路線は中国側空港を起点にしている

と考えられるが，出所が台湾桃園を先に記載しているので，その表記とした。
中国貨運航空の２００９年の路線は，１月１日から８月末までは月１０便運航。９月１日より
週４便運航。
チャイナエアラインの２０１０年路線のうち，台湾桃園＝福州線は１０月１３日，台湾桃園＝ア
モイ線は９月２５日，台湾桃園＝南京線は９月１１日に運航開始。また，台湾桃園－天津－
鄭州－台湾桃園線は２０１３年１０月１９日運航開始。
エバー航空の２０１０年路線のうち，台湾桃園＝アモイ線は９月２５日，台湾桃園＝南京線は
１１月４日，台湾桃園＝重慶線は１２月１日に運航開始。また，２０１４年路線の台湾桃園＝広
州線は７月１日，台湾桃園－南京－鄭州－台北線は２月２８日にそれぞれ運航停止。台湾
桃園＝鄭州線は３月７日運航開始。
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年には揚子江快運航空（Yangtze River Express Airlines），２０１４年には順豊航空

（SF Airlines）がそれぞれ参入し，２０１４年には５社によって運営されている。

また，就航している路線をみてみると，２００９年時点で就航していたのは

台湾桃園＝上海浦東，台湾桃園＝広州白雲の２路線であった。これら２路

線は２０１４年時点でも中台の航空会社各社が週４から５便程度就航させてい

ることから，中台間における航空貨物輸送の中心路線であるといってよい

であろう。これら２路線以外をみると，２０１０年以降の合意文書改訂によっ

て，その都度路線は増えているということができる。その結果，台湾側で

は２０１４年にはチャイナエアラインでは６路線，エバー航空は４路線（２路線

撤退）を就航させている。しかしながら，台湾側で就航可能である高雄空港

には中台間定期貨物便は就航していないことがわかる。これは，台湾の国

際貨物のほとんどが台湾桃園空港に集まることによるものであろうと考え

られる。また，台湾系航空会社２社は２０１４年時点で中国の天津と深�以外
の７空港に貨物専用機を就航させている。

一方，中国系航空会社の動きをみると，各航空会社が基本的に就航して

いる路線は１路線か２路線のみであり，台湾系航空会社のような複数の路

線を就航させているわけではない。また，�州，天津，深�以外の空港に
就航し（１５），台湾桃園空港と中国側１空港の往復便のみで運航されているこ

とが理解できよう。１路線に就航させている便数では台湾系航空会社と大

きなちがいがある。台湾系航空会社では週１便しか就航していない路線が

複数ある一方，中国系航空会社では１路線に週５，６便就航させている。そ

の意味で，１路線に多くの便を就航させることで，より多くの貨物を集め

ようとしていると考えられよう。

３．中台間航空貨物取扱量の変化

最後に，中台間航空貨物取扱量にどのような変化があったのかをみてみ

よう。図５―１２は台湾桃園空港における中台間の航空貨物取扱量を示したも

のである。台湾から中国への輸出についてみると，２０００年には７２００トンあま

りであったのが２００６年には９万５７００トンまで急増した後，２００９年まで減少し
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た。２０１０年以降，輸出貨物取扱量は増加に転じ，２０１４年には１１万トンを超え

た。このことからわかるように，三通が解禁される前から，香港などの第

３国・地域を経由して台湾から中国へ輸出貨物がかなり輸送されていたと

考えられる。一方，輸入では２０００年には２６０トンであったのが，２００５年まで

は輸入取扱量は増加した。その後減少に転じるが，２００９年には２万６０００トン

近くになり，２０１０年以降は４万５０００トンを超える水準を維持している。輸入

貨物は三通解禁以降，急激に貨物取扱量が増加したのである。

貨物取扱量は三通解禁後に増加していることがわかるが，輸送費につい

てはどうであろうか。それを示したのが表５―２である。『商品別貨品流量及

運費率調査報告』では，輸送費が高い国・地域と安い国・地域の上位１０位

が明らかにしている。中国の記載は三通解禁後の２００８年以降であるが，お

およその動きを考えることが可能である。まず輸出についてみると，２００８

年には１キロ当たりの輸送費は４０元であり，その輸送費は安い方から９番

目の価格であった。それが年を追うごとに輸送費は安くなって２０１４年には

３２元となるとともに，中国への輸出運賃は最も安くなったことがわかる。

図５―１２ 台湾桃園空港における中台間の航空貨物輸送

（出所） 図５―１に同じ。
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また，輸入についてみると，２００８年の価格は４６ドル，輸送費は６番目に安

い価格であった。その後の価格は４４ドルあるいは４５ドルで推移するととも

に，順位も安い価格から４番から６番で推移していることがわかる。三通

解禁以前は飛行ルートも第３カ国・地域を経由してから輸送していた。そ

のため，飛行距離は三通解禁前後で大きく変化している。輸送価格は輸送

距離に反映されることを考えると，三通解禁以前はより輸送費は高額であっ

たと考えるのが妥当である。その意味において，とくに輸出における輸送

費が大きく減少したことは三通の効果といってよいであろう。

おわりに

１９７９年に開港した台湾桃園空港は台湾における国際航空貨物輸送の中心

であり，航空貨物のためのインフラ整備や民間への一部業務開放などによっ

てこれまで航空貨物取扱量が増加してきた。また，航空貨物に関する政策

についても，１９９５年にはアジア太平洋オペレーションセンター構想をまと

め，そこでは航空貨物を重要な政策のひとつとして位置づけていた。その

結果が，台湾桃園空港における航空貨物の中心がトランジット貨物に移行

したともいえよう。また，輸出入貨物についてはアジア地域を中心に展開

輸出 輸入

年 金額（元）順位 金額（元）順位

２００８ ４０ ９ ４６ ６

２００９ ３７ ５ ４５ ５

２０１０ ３６ ６ ４４ ４

２０１１ ３７ ５ ４４ ６

２０１２ ３６ ２ ４４ ５

２０１３ ３３ ２ ４４ ４

２０１４ ３２ １ ４５ ５

表５―２ 中台間における輸送費の推移（キロ当たり）

（出所） 交通部統計處 各年版。『商品別貨品流量及運
費率調査報告』より筆者作成。
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されることになったのである。さらに，その後に続く物流政策でも自由貿

易港区を台湾桃園空港に設置し，トランジット貨物の増加に貢献したとい

えよう。

台湾桃園空港をハブ空港として使用しているチャイナエアラインやエバー

航空も２０００年以降，貨物取扱量全体は増加するとともに，アジア地域に対

する輸出入貨物は２００８年の三通解禁以降は中国がその中心となっていた。

その中国との国際航空貨物輸送は三通解禁直後の路線数から年々増加して

いる。参入している航空会社についてみると，台湾系航空会社は２社であ

る一方，中国系航空会社の参入数は２００９年は２社であったのが，２０１４年には

５社となった。また，輸出におけるキロ当たり輸送費は年を追うごとに減

少し，現在では最も安く輸送できるようになった。今後，中国との国際航

空貨物輸送がどのように変化し，それが企業の生産活動にも影響を及ぼし

ていくのか，その動きをみる必要があろう。

〔注〕
�１ 台湾桃園国際空港は中正国際空港として１９７９年に開港したが，２００６年９月に現在
の名称に変更された。本章では特段の断りがないかぎり，台湾桃園国際空港（台湾
桃園空港）と記す。

�２ 年間乗降客数が１０００万人以上か，航空機の年間着陸回数が５万回以上の空港を指
す。なお，台湾における民間空港は法律的には「航空站」と「飛行場」に区分され
る。前者はターミナル，管制塔の設置など基本的な航空サービスを提供することが
必須である一方，後者は離発着のみを行う空港である。本章では空港を前者の意味
で用いる。

�３ 台北松山国際空港は中正国際空港の開港によって，国内線運航と軍用空港として
の機能のみを残した。ただし，２００８年１２月の中国との三通の解禁や２０１０年１０月の東
京国際空港（羽田空港）国際線ターミナルの運用開始によって，現在では中国路線，
羽田空港線，韓国・金浦空港線の国際線が就航している。

�４ 十大建設とは当時の行政院長であった蒋経国が１９７３年に策定した大規模インフラ
整備計画であり，中正国際空港建設のほか，台中港や原子力発電所の建設，造船業
の育成などが含まれた。

�５ 小口貨物の航空コンテナへの混載作業業務を指す。
�６ ２００６年１月に遠雄空運倉儲に名称変更した。
�７ 交通部民用航空局の評価を受け，さらに１０年延長することも可能な契約を結んで
いる。

�８ 業務用書類や小口貨物のことを指す。
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�９ 書類や小口貨物を旅客の託送貨物として輸送する方法である。旅客がもち込んだ
貨物になるので，通関手続きの簡素化によって時間を短縮して輸送できる方法であ
る。

�１０ その後，重点項目がひとつ追加となり，現在では５つとなっている。
�１１ ２０１６年１月の総統選挙で民主進歩党（民進党）の蔡英文候補が当選し，政権交代
が実施することとなった。また，同日行われた立法院（国会）選挙でも当時の野党
であった民進党が初めて過半数を握ることになった。

�１２ １９９５年から２００７年までは航空会社別のトランジット貨物（積卸，積込）の取扱量
が公開されていた。

�１３ ただし，インテグレーターの貨物はすべて自社倉庫を経由しているわけではなく，
一部の貨物は航空貨物倉庫を経由している場合があり，その分は公開されている。

�１４ この背景には，韓国との航空協定が１９９２年９月から２００４年９月までのあいだ，な
かったことが挙げられる。そのため，輸出貨物だけではなく，輸入貨物でもその輸
送量は少なかった。また航空協定がなかったため，エバー航空もチャイナエアライ
ン同様，韓国への輸送量は２０００年時点では非常に少なかった。

�１５ ２０１６年３月末現在，順豊航空が台湾桃園＝深�便を週５便就航させている。
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（コラム�）国営系企業３社による協力意向書の締結

２０１５年１２月２９日，中華郵政（Chunghwa Post），陽明海運（Yang Ming Marine

Transport），チャイナエアラインの３社による協力意向書（MOU）締結式が行われた。

これら３社は陸海空の輸送を担っている企業であり，今でこそ株式会社になってい

るが，かつては交通部が管轄する企業であった。現在では陽明海運とチャイナエア

ラインは上場している一方，中華郵政の株式はすべて交通部が所有して上場してい

ない。このMOUの締結で，３社は戦略的提携関係を構築したのである。

合意したMOUで協力することになったのは４点である。まず，郵便輸送であり，

おもに小包輸送サービスや越境物流などの分野である。つぎに，倉庫や配送に関す

るものであり，物流倉庫の共同使用やコールドチェーンの技術協力などが含まれる。

第３に，海上と航空による貨物輸送である。この分野では３社の資源を統合するこ

とである。たとえば，海上貨物と航空貨物の輸送や物流倉庫を共同で顧客に対して

提供することで効率を高め，さらに多元的なサービス網や共同販売を行う環境を整

えることにある。最後は，電子商取引である。３社がそれぞれ運用しているネット

販売で協力を進め，最終的には３社共通のプラットフォームをつくり，台湾から中

華圏，さらには世界展開をめざすこととしている。

３社はこうした陸海空の輸送および倉庫業務の分野での協力関係を構築し，企業

自体の競争力強化，サービス品質の向上につなげようとしている。また，３社の協

力関係が進めば，台湾の物流産業における競争力強化にもつながると期待されてい

る。さらに，物流自体は製造業など多くの産業を支える産業であり，間接的ながら

これら企業の協力関係の構築がほかの企業の台湾内や海外での展開の際にはよい影

響が与えられるとみられている。

台湾の物流を担う大手３社が手を組むこと自体，大きな変化であるといえる。し

かし，この協力関係はまだ始まったばかりである。その意味で，MOUの合意内容が

今後どのように展開していくのかは，まだ判断は出来ない。ただ，今後の台湾の国

内物流，国際物流に何らかの変化を与えることは間違いないであろう。

（池上 �）
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